
 

 

 

 

令和５年度 
 

 

 

 

川島町公営企業会計決算審査意見書 

（水道事業・下水道事業） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川島町監査委員 



目 次 

 

川島町公営企業会計決算 

第１ 審査の概要 …………………………………………………………………  １ 

１ 審査の対象 ………………………………………………………………  １ 

２ 審査の期間 ………………………………………………………………  １ 

３ 審査の方法 ………………………………………………………………  １ 

 

 

水道事業会計 

第１ 審査の結果 …………………………………………………………………  ４ 

１ 審査意見 …………………………………………………………………  ４ 

２ 留意または改善を要する事項 …………………………………………  ４ 

３ 業務実績 …………………………………………………………………  ５ 

 

第２ 予算及び決算の状況 ………………………………………………………  ６ 

１ 収益的収入及び支出 ……………………………………………………  ６ 

２ 資本的収入及び支出 ……………………………………………………  ７ 

３ 経営の状況 ………………………………………………………………  ８ 

４ 利益  ……………………………………………………………………  ８ 

５ 財政の状況 ………………………………………………………………  ８ 

６ 予算上定められた経理上の制限 ………………………………………  ９ 

  ７ 経営の分析 ……………………………………………………………… １０ 

 

資料  

別表１ 比較損益計算書 …………………………………………………… １２ 

別表２ 比較貸借対照表 …………………………………………………… １３ 

別表３ 給水収益並びに支払利息の推移 ………………………………… １４ 

 

 

下水道事業会計 

第１ 審査の結果 ………………………………………………………………… １６ 

１ 審査意見 ………………………………………………………………… １６ 

２ 留意または改善を要する事項 ………………………………………… １６ 

３ 業務実績 ………………………………………………………………… １７ 

 



第２ 予算及び決算の状況 ……………………………………………………… １８ 

１ 収益的収入及び支出 …………………………………………………… １８ 

２ 資本的収入及び支出 …………………………………………………… １９ 

３ 経営の状況 ……………………………………………………………… ２０ 

４ 利益  …………………………………………………………………… ２０ 

５ 財政の状況 ……………………………………………………………… ２０ 

６ 予算上定められた経理上の制限 ……………………………………… ２０ 

  ７ 経営の分析 ……………………………………………………………… ２１ 

 

資料  

別表１ 比較損益計算書 …………………………………………………… ２３ 

別表２ 比較貸借対照表 …………………………………………………… ２４ 

別表３ 下水道使用料並びに支払利息の推移 …………………………… ２５ 

 

まとめ ……………………………………………………………………………… ２６ 

 



- 1 - 

 

川 島 町 公 営 企 業 会 計 決 算 審 査  

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の対象 

令和５年度川島町水道事業会計決算 

令和５年度川島町下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

令和６年７月１８日の１日間 

 

３ 審査の方法 

令和５年度川島町公営企業会計決算の審査にあたっては、予算が関係法令等に従

って適切かつ効率的に執行されたか、収入及び支出の事務並びに財産の取得、管理

及び処分は適正に処理されたか等について、慎重に審査した。 
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第１ 審査の結果 

 

１ 審査意見 

審査に付された決算書は、地方公営企業法及び関係法令に準拠し、かつ、会計の原

則に基づいて作成され、事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認

められた。 

また、事業の運営及び予算の執行にあたっては、経営の基本原則、関係法令及び予

算議決の趣旨に沿って、適正に行われているものと認められた。 

しかしながら、次のとおり留意または改善を要する事項が認められた。 

 

２ 留意または改善を要する事項 

 本年度の水道事業損益計算書においては、当年度純損失 1,795 万円余を計上した。

平成３０年度までは２期連続で利益を計上していたが、令和元年度から５期は損失と

なった。原因の一つは営業収益の低下である。 

水道事業では、平成２９年度から県水の受水割合を 60％に下げ、自己水の利用割合

を 40％に引き上げたことで、収支の改善を図っていたが、営業収益の減少により、老

朽化した施設の更新需要の増加や維持管理に係る費用の増加に対応できておらず、収

支の均衡が保てていない状況である。 

今後も、耐震化や老朽化した施設の更新などを進めることで多額の費用を要するこ

とや社会情勢の目まぐるしい変化により、経営状況は増々厳しい状況となることから、

令和５年度に改定した「川島町水道事業経営戦略」で位置づけた諸施策を着実に実行

するとともに、なお一層の経費の抑制及び事務事業の効率化を推進してもらいたい。 

特に経常収支の均衡については、経営戦略で検討した料金改定を含めた中長期的な

財政計画に基づき、健全な経営状況への改善を図り、安全で安心な水道水を安定的に

供給するとともに、将来も持続可能な水道事業とするよう望むものである。 
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３ 業務実績 

 令和５年度における業務実績は、表１のとおりである。 

(表１)         業 務 実 績 比 較 表 

区  分 単位 令和５年度 令和４年度 比較増減 前年度比(%) 

行 政 区 域 内 人 口 

給 水 区 域 内 人 口 
人 18,784 19,112 △328 △1.72 

年 度 末 給 水 人 口 人 18,773 19,101 △328 △1.72 

年 度 末 給 水 戸 数 戸 8,228 8,208 20 0.24 

普 及 率 ％ 99.94 99.94 0.00 0.00 

年 間 総 配 水 量 ㎥ 2,722,509 2,677,116 45,393 1.70 

年 間 有 収 水 量 ㎥ 2,553,662 2,582,953 △29,291 △1.13 

有 収 率 ％ 93.80 96.48 △2.68 △2.78 

配 水 管 延 長 ㎞ 152.00 151.90 0.10 0.07 

受
水
量 

県水供給事業 ㎥ 1,613,161 1,585,529 27,632  1.74 

吉見町水道事業 ㎥ 9,013 9,362 △349 △3.73 

（注）有収率＝年間有収水量／年間総配水量 

 

令和５年度末の給水人口は 18,773人で、前年度に比べ 328人(1.72％)減少した。 

年度末給水戸数は 8,228戸で、前年度に比べ 20戸(0.24％)増加した。 

年間総配水量は 2,722,509 ㎥で、前年度に比べ 45,393 ㎥(1.70％)増加したが、年

間有収水量は 2,553,662㎥で、前年度に比べ 29,291㎥(1.13％)減少した。そのため、

有収率は 93.80％と前年度に比べ 2.68ポイント減少した。 

配水管延長については 152.00㎞で、前年度と比べ 0.10㎞増加した。 

埼玉県用水供給事業からの県水受水について、受水量は 1,613,161㎥と、前年度よ

り 27,632㎥（1.74％）増加した。また、吉見町水道事業からの受水量は、9,013㎥で

前年度より 349㎥（3.73％）減少した。 
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第２ 予算及び決算の状況 

 

１ 収益的収入及び支出 

(表２) 

収 入                        単位：円（税込額） 

区  分 予 算 額 決 算 額 
予算額に 

対する増減 

予算額に 

対する率(%) 

営 業 収 益 386,152,000 392,235,382 6,083,382 101.58 

営 業 外 収 益 50,370,000 46,840,009 △3,529,991 92.99 

特 別 利 益 0 50,210 50,210 - 

合  計 436,522,000 439,125,601 2,603,601 100.60 

 

支 出                        単位：円（税込額） 

区  分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 
予算に 

対する率(%) 

営 業 費 用 452,125,000 424,465,799 27,659,201 93.88 

営 業 外 費 用 16,731,000 15,726,466 1,004,534 93.99 

特 別 損 失 50,000 32,856 17,144 42.81 

予 備 費 3,000,000 0 3,000,000 0 

合  計 471,906,000 440,225,121 31,680,879 93.29 

 

収益的収入の予算額 4億 3,652万 2千円に対し、決算額は 4億 3,912万 5千円余で、

その収入率は 100.60％であった。 

収益的支出の予算額 4億 7,190万 6千円に対し、決算額は 4億 4,022万 5千円余で

あり、その執行率は 93.29％で、不用額は 3,168万円余である。 

各目における不用額の内訳は、営業費用では、原水及び浄水費が 1,853万 3千円余、

配水及び給水費が 531万 9千円余、総係費が 398万 9千円余などとなっている。 

営業外費用 消費税について、予算額が１千円に対し納付額が 44万 8千円であった。

当年度は特定収入消費税が発生しており、384 万 7 千円余（収益的収支及び資本的収

支特定収入消費税合計）となっている。 

なお、収益的収入及び支出の額は、いずれも消費税等を含んだ額である。 
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２ 資本的収入及び支出 

(表３) 

収 入                        単位：円（税込額） 

区  分 予 算 額 決 算 額 
予算額に 

対する増減 

予算額に 

対する率(%) 

負 担 金 13,227,000 10,636,500 △2,590,500 80.42 

寄 附 金 1,000 0 △1,000 0 

固 定 資 産 

売 却 代 金 
1,000 0 △1,000 0 

企 業 債 169,000,000 48,400,000 △120,600,000 28.64 

国 庫 補 助 金 39,455,000 39,455,000 0 100.00 

合  計 221,684,000 98,491,500 △123,192,500 44.43 

 

支 出                        単位：円（税込額） 

区    分 予 算 額 決  算  額 不 用 額 
予算額に 

対する率(%) 

建 設 改 良 費 277,825,000 262,480,733 15,344,267 94.48 

企 業 債 償 還 金 53,657,000 53,655,087 1,913 100.00 

合  計 331,482,000 316,135,820 15,346,180 95.37 

 

資本的収入では、予算額 2 億 2,168 万 4 千円に対し、決算額は 9,849 万 1 千円余

で、収入率は 44.43％であった。企業債について予算額 1億 6,900万円に対し、4,840

万円と収入率 28.64％となっているのは、地方公共団体金融機構資金の上限となった

ためである。 

資本的支出では、予算額 3 億 3,148 万 2 千円に対し、決算額は 3 億 1,613 万 5 千

円余で、不用額は 1,534万 6千円余、執行率は 95.37％であった。 

不用額の主な内訳は、配水管改良費が 1,072 万円余、機械装置設備費が 197 万 5

千円などとなっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額 2 億 1,764 万 4 千円余について

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,693 万 7 千円余、過年度分

損益勘定留保資金 2億 70万 7千円余で補てんしている。 

なお、資本的収入及び支出の額は、いずれも消費税等を含んだ額である。 
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３ 経営の状況 

令和５年度の経営成績は、比較損益計算書(別表１)のとおりである。 

総収益は 4億 270万 5千円余、総費用は 4億 2,065万 5千円余であり、総収支にお

いて差引き 1,795万円余の純損失が発生している。 

総収益から特別利益を除いた経常収益は 4億 265万 9千円余、総費用から特別損失

を除いた経常費用は 4 億 2,062万 4千円余で、経常収支においても差引き 1,796万 5

千円余の損失となっている。 

収益の内容を前年度と比較してみると、営業収益は 3億 5,679万 5千円余で、前年

度より 277 万 2 千円余(0.77％)の減収、営業外収益は 4,586 万 3 千円余で、101 万 7

千円余(2.17%)の減収となった。特別利益は 4 万 5 千円余で前年度より 4 万 3 千円余

(2,282.90％)の増収となった。 

営業費用は 4億 534万 6千円余で、前年度より 1,041万 3千円余（2.64％）増加し

た。営業外費用は 1,527万 8千円余で、65万 3千円余（4.10％）減少した。 

特別損失は 3万円余で、前年より 8万 4千円余（73.16％）減少した。 

これらにより、総費用では前年度に比べ、967 万 6 千円余（2.35％）の増加となっ

ている。 

なお、損益計算書の額は、消費税等抜きの額である。 
 

４ 利益 

令和５年度は、1,795万円余の純損失となった。 

また、会計基準改正により平成２６年度に発生したその他未処分利益剰余金変動額

13億 2,432 万 3千円余からこれまでの純損失と相殺した残額 11 億 1,989万 3千円余

が、前年度繰越利益剰余金として存在している。ただし、これについては、過去の固

定資産取得財源となった国庫補助金等から減価償却に見合う分を計上したもので、該

当額は現在、現金ではなく固定資産となっている状態である。 

これらを合わせると、結果として 11 億 194 万 2 千円余が未処分利益剰余金額とし

て残ることとなる。この残額については、次年度に再び純損失が発生する可能性もあ

るため、その相殺対象としてこのまま残すものとする。 

 

５ 財政の状況 

令和５年度末における財政状態は、比較貸借対照表(別表２)のとおりである。 

資産合計は 45 億 340 万円余で、前年度と比較して 5,983 万 6 千円余(1.35％)増加

した。その内訳は、固定資産が 4,603 万 3 千円余(1.21％)の増加、流動資産が 1,380

万 2千円余(2.19％)の増加となっている。 

負債合計は 21 億 8,548 万円余で、前年度と比較して 7,778 万 6 千円余(3.69％)増

加している。また、資本合計は 23 億 1,792 万円余で、前年度と比較し 1,795 万円余

(0.77％)の減少となっている。 
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６ 予算上定められた経理上の制限 

予算上定められた経理上の制限については、表４のとおりとなっている。 

(表４)                        単位：円（税込額） 

科      目 予  算  額 決  算  額 

1  給        料 22,209,000 22,207,300 

2 手        当 11,855,000 11,385,603 

3  法 定 福 利 費 9,856,000 9,646,427 

4 交 際 費 10,000 0 

5 たな卸資産購入限度額 3,000,000 952,600 
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７ 経営の分析 

決算諸表に基づく経営分析の主要比率は、表５のとおりである。 

（表５）    経営分析主要比率                  

区  分 
令和 

５年度 

令和 

４年度 

令和 

３年度 

令和 

２年度 

令和 

元年度 

自己資本構成比

率(%)＝ 

自己資本金＋剰余金＋ 

評価差額等＋繰延収益 71.44 72.67 72.46 72.52 73.61 

負債＋資本 

経常収支比率(%)＝ 
経常収益 

95.73 98.93 97.66 98.75 98.56 
経常費用 

流動比率(%)＝ 
流動資産 

238.66 319.56 317.58 294.53 274.67 
流動負債 

企業債残高対 

給水収益比率(%) 
＝ 

企業債現在高合計 
301.56 298.63 298.63 290.40 267.05 

給水収益 

料金回収率(%)＝ 
供給単価 

92.12 95.46 94.26 95.51 95.19 
給水原価 

給水原価（円）＝ 

経常費用－(受託工事費＋材料

売却原価) －長期前受金戻入 150.63 144.95 146.44 144.05 145.14 

年間有収水量 

施設利用率(%)＝ 
一日平均配水量 

60.97 60.12 60.98 62.11 60.98 
一日配水能力 

有形固定資産減

価償却率(%)＝ 

有形固定資産減価償却累計額 

55.66 55.10 53.98 52.98 52.44 有形固定資産のうち償却対象

資産の帳簿原価 

管路経年化率(%)

＝ 

法定耐用年数を経過した管路

延長 26.72 25.51 16.23 15.54 21.40 

管路延長 

管路更新率(%)＝ 
当該年度に更新した管路延長 

0.56 0.43 0.85 1.17 1.20 
管路延長 

 

自己資本構成比率は 71.44％で、前年度と比較して 1.23ポイント減少している。 

経常収支比率は 95.73％で、前年度と比較して 3.20ポイント減少している。 

流動比率は 238.66％で、前年度と比較して 80.90ポイント減少している。 

企業債残高対給水収益比率は 301.56％で、前年度と比較して 1.09 ポイント増加して

いる。 
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料金回収率は 92.12%で、前年度と比較して 3.34ポイント減少している。 

給水原価は 150.63円で、前年度と比較して 5.68円増加している。 

施設利用率は 60.97%で、前年度と比較して 0.85ポイント増加している。 

有形固定資産減価償却率は 55.66％で、前年度と比較して 0.56ポイント増加している。

管路経年化率は 26.72％で、前年度と比較して 1.21ポイント増加している。 

管路更新率は 0.56%で、前年度と比較して 0.13ポイント増加している。 

 

※用語の説明 

「自己資本構成比率」 

総資本に対する自己資本の比率。値が高いほど良いとされている。 

「経常収支比率」 

当該年度において、給水収益等で維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを

表す指標である。 

「流動比率」 

流動資産と流動負債の均衡状態を示す指標で、短期の支払い能力を示す。 

通常 200％以上が望ましいとされる。100％を下回ると、不良債務の発生を意味する。 

「企業債残高対給水収益比率」 

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。 

明確な基準はないため、現状を把握、分析し適切な数値になっているか判断するための指標

である。 

「料金回収率」 

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表す指標であり料金水準等を評価す

ることができる。100％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われて

いることを意味する。 

「給水原価」 

給水量１㎥あたりにつきどれだけの費用がかかっているかを表す指標である。 

「施設利用率」 

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する

指標である。 

「有形固定資産減価償却率」 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標。 

資産の老朽度合を示す。数値が高いほど法定耐用年数に近い資産が多く、将来の施設の更新

等の必要性を推測できる。 

「管路経年化率」 

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表し、管路の老朽化度合を示す。 

 数値が高い場合、法定耐用年数を経過した管路を多く保有しているとされる。 

「管路更新率」 

  当該年度に更新した管路を表す指標で管路の更新ペースや状況を把握できる。 
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第１ 審査の結果 

 

１ 審査意見 

審査に付された決算書は、地方公営企業法及び関係法令に準拠し、かつ、会計の原

則に基づいて作成され、事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認

められた。 

また、事業の運営及び予算の執行にあたっては、経営の基本原則、関係法令及び予

算議決の趣旨に沿って、適正に行われているものと認められた。 

しかしながら、次のとおり留意または改善を要する事項が認められた。 

 

２ 留意または改善を要する事項 

 令和５年度の建設改良事業の状況については、令和４年度に引き続き、主に飯島３

号雨水幹線工事を行っている。 

経営成績をみると、税抜き後の総収益は 4億 8,182万 9千円余で、そのうち下水道

道使用料は 1億 3,265万 6千円余で、総収益の 27.5％を占める。一般会計からの負担

金及び補助金は 1億 4,974万 3千円で、総収益のうち 31.1％である。現金収入を伴わ

ない長期前受金戻入は 1億 9,423万 4千円余で、総収益の 40.3％である。総費用は 4

億 6,856万 3千円余で、そのうち現金支出を伴わない減価償却費は 3億 2,789万 2千

円余で、総費用のうち 70.0％を占めている。 

当年度純利益は 1,326万 5千円余であり、前年度繰越利益剰余金は 6,016万 1千円

余であることから、当年度未処分利益剰余金は 7,342万 7千円余となった。 

以上のとおり、当年度の経営成績は良好であるが、一般会計からの繰入金が大きく

影響している側面もある。一般会計で経費を負担する雨水処理事業以外の汚水に関す

る事業については、独立採算の原則に基づいた経営に努められたい。 

下水道事業会計は、令和２年度から地方公営企業会計に移行したことで経営状況が

明らかになったことから、これを地方公営企業の経営の基本原則を念頭に分析するこ

とで、なお一層の経費の抑制及び事務事業の効率化を推進してもらいたい。 

今後は、令和５年度に改定した「川島町下水道事業経営戦略」に基づき、一般会計

の繰入金に頼らない経営体質への改善を図りつつ、社会情勢の変化などを的確に捉え

て経営の安定に努め、公共の福祉の増進を強く期待するものである。 
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３ 業務実績 

 令和５年度における業務実績は、表１のとおりである。 

(表１)         業 務 実 績 比 較 表 

区  分 単位 令和５年度 令和４年度 比較増減 前年度比(%) 

行 政 区 域 内 人 口 人 18,784 19,112 △328 △1.72 

処 理 区 域 内 人 口 人 9,724 9,937 △213 △2.14 

年 度 末 水 洗 化 人 口 人 9,544 9,737 △193 △1.98 

年 度 末 水 洗 化 戸 数 戸 4,478 4,444 34 0.77 

普 及 率 ％ 50.8 50.9 △0.10 △0.20 

年 間 排 水 処 理 量 ㎥ 1,521,260 1,563,567 △42,307 △2.71 

年 間 有 収 水 量 ㎥ 1,360,365 1,367,151 △6,786 △0.50 

有 収 率 ％ 89.42 87.44 1.98 2.26 

（注）有収率＝年間有収水量／年間総排水量 

 

令和５年度末の処理区域内人口は 9,724人で、前年度に比べ 213人(2.14％)減少し、

水洗化人口も 9,544人で、前年度に比べ 193人(1.98％)減少した。一方で年度末水洗

化戸数は 4,478戸で、前年度に比べ 34戸(0.77％)増加した。 

普及率は 50.8％で、前年度から 0.1ポイント減少した。 

年間排水処理量は 1,521,260 ㎥で、前年度に比べ 42,307 ㎥(2.71％)減少した。こ

れは、降水量が前年度より少なかったことから、管渠への浸入水が減少したためと考

えられる。年間有収水量も 1,360,365㎥で、前年度に比べ 6,786㎥(0.50％)減少した。 

有収率については 89.42％と、前年度に比べ 1.98ポイント上昇した。その理由とし

ては、上記の原因による年間排水処理量の減少が影響したものと考えられる。 
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第２ 予算及び決算の状況 

 

１ 収益的収入及び支出 

(表２) 

収 入                        単位：円（税込額） 

区  分 予 算 額 決 算 額 
予算額に 

対する増減 

予算額に 

対する率(%) 

営 業 収 益 258,377,000 263,422,568 5,045,568 101.95 

営 業 外 収 益 231,747,000 241,163,663 9,416,663 104.06 

特 別 利 益 0   30,547 30,547 皆増 

合  計 490,124,000 504,616,778 14,492,778 102.96 

 

支 出                        単位：円（税込額） 

区  分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 
予算に 

対する率(%) 

営 業 費 用 456,499,000 445,477,652 11,021,348 97.59 

営 業 外 費 用 31,466,000 32,360,747 △894,747 102.84 

特 別 損 失 100,000 802 99,198 0.80 

予 備 費 2,000,000 0 2,000,000 0.00 

合  計 490,065,000 477,839,201 12,225,799 97.51 

 

 収益的収入は、予算額 4億 9,012万 4千円に対し、決算額は 5億 461万 6千円余で、

その執行率は 102.96％であった。 

収益的支出は、予算額 4億 9,006万 5千円に対し、決算額は 4億 7,783万 9千円余

であり、その執行率は 97.51％で、不用額は 1,222万 5千円余であった。 

各目における不用額の内訳は、営業費用では、管渠費（汚水）が 578 万 9 千円余、

管渠費（雨水）が 306 万 8 千円余、流域下水道維持管理負担金が 92 万 3 千円余、総

係費が 125 万 4 千円余であった。非現金支出である減価償却費については、1 万 5 千

円余予算額を上回る内容となった。 

なお、収益的収入及び支出の額は、いずれも消費税等を含んだ額である。 
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２ 資本的収入及び支出 

(表３) 

収 入                        単位：円（税込額） 

区  分 予 算 額 決 算 額 
予算額に 

対する増減 

予算額に 

対する率(%) 

負 担 金 1,000 87,510 86,510 8751.00 

企 業 債 100,200,000 94,900,000 △5,300,000 94.71 

出 資 金 71,327,000 71,327,000 0 100.00 

補 助 金 21,000,000 21,000,000 0 100.00 

合  計 192,528,000 187,314,510 △5,213,490 97.29 

 

支 出                        単位：円（税込額） 

区    分 予 算 額 決  算  額 不 用 額 
予算額に 

対する率(%) 

建 設 改 良 費 201,145,000 191,093,477 10,051,523 95.00 

企 業 債 償 還 金 143,893,000 143,892,932 68 100.00 

合  計 345,038,000 334,986,409 10,051,591 97.09 

 

資本的収入の予算額 1億 9,252万 8千円に対し、決算額は 1億 8,731万 4千円余で、

執行率は 97.29％であった。 

資本的支出の予算額 3億 4,503万 8千円に対し、決算額は 3億 3,498万 6千円余で、

不用額は 1,005万 1千円余で、執行率は 97.09％であった。 

不用額の主な内訳は、管渠建設費（雨水）が 424万 4千円余で、管渠建設費（汚水）

が 60万円、流域下水道建設費負担金が 520万 6千円余などとなっている。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 1億 4,767万 1千円余については、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1,441万 2千円余、過年度分損益勘定留

保資金 8,466万 9千円余、当年度分損益勘定留保資金 4,858万 9千円余で補てんして

いる。 

なお、資本的収入及び支出の額は、いずれも消費税等を含んだ額である。 
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３ 経営の状況 

令和５年度の経営成績は、比較損益計算書(別表１)のとおりである。 

総収益は 4億 8,182万 9千円余、総費用は 4億 6,856万 3千円余であり、総収支に

おいて差し引き 1,326万 5千円余の純利益が発生している。 

総収益から特別利益を除いた経常収益は 4億 8,180万 1千円余、総費用から特別損

失を除いた経常費用は 4億 6,856万 2千円余で、経常収支においても 差し引き 1,323

万 9千円余の利益となっている。 

なお、損益計算書の額は、消費税等抜きの額である。 

 

４ 利益 

令和５年度は 1,326万 5千円余の純利益となった。 

令和５年度未処分利益剰余金として次年度に純損失が発生する可能性があるため、

翌年度に繰り越すものである。 
 

５ 財政の状況 

令和５年度末における財政状態は、比較貸借対照表(別表２)のとおりである。 

資産合計は 105 億 5,124 万 4 千円余、負債合計は 85 億 4,093 万 9 千円余、資本合

計は 20億 1,030万 4千円余となっている。 

 

６ 予算上定められた経理上の制限 

予算上定められた経理上の制限については、表４のとおりとなっている。 

(表４)                         単位：円（税込額） 

科      目 予  算  額 決  算  額 

1  給        料 12,327,000 12,327,000 

2 手        当 6,286,000 6,237,987 

3  法 定 福 利 費 3,888,000 3,788,369 
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７ 経営の分析 

 決算諸表に基づく経営分析の主要比率は、表５のとおりである。 

（表５）  経営分析主要比率                    

区  分 
令和 

５年度 

令和 

４年度 

令和 

３年度 

令和 

２年度 

令和 

元年度 

自己資本構成

比率(%)＝ 

自己資本金＋剰余金＋評価差額等＋ 

繰延収益 76.24 74.74 75.18 74.78 - 

負債＋資本 

経常収支比率

(%)＝ 

経常収益 
102.83 103.24 103.04 107.34 - 

経常費用 

流動比率(%)

＝ 

流動資産 
106.65 99.74 96.93 90.55 - 

流動負債 

企業債残高対

事業収益比率

(%)＝ 

企業債現在高－一般会計負担額 

358.86 351.10 485.13 469.12 - 
下水道使用料＋その他営業収益 

経費回収率

(%)＝ 

下水道使用料 
77.04 84.60 87.86 83.25 - 

汚水処理費（公費負担分を除く） 

汚水処理原価

(円)＝ 

汚水処理費 
126.58 114.07 109.43 113.64 - 

年間有収量 

有形固定資産

減価償却率

(%)＝ 

有形固定資産減価償却累計額 

10.61 7.95 5.44 2.83 - 有形固定資産のうち償却対象資産の帳

簿原価 

管渠老朽化率

(%)＝ 

法定耐用年数を経過した管渠延

長 0.00 0.00 0.00 0.00 - 

下水道布設延長 

管渠改善率

(%)＝ 

改善（更新・改良・維持）管渠

延長 0.00 0.00 0.00 0.00 - 

下水道布設延長 

自己資本構成比率は 76.24％で、前年度に比べ 1.50ポイント上昇している。 

経常収支比率は 102.83％で、前年度比 0.41ポイント下降している。 

流動比率は 106.65％で前年度比 6.91ポイント上昇している。 

企業債残高対事業収益比率は 358.86％で前年度比 7.76ポイント上昇している。 

経費回収率は 77.04％で前年度比 7.56ポイント下降している。 

汚水処理原価は 126.58円で、前年度比 12.51円増加している。 
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有形固定資産減価償却率は 10.61％で、前年度比 2.66ポイント上昇している。 

管渠老朽化率と管渠改善率は、共に 0％となっている。 

 

※用語の説明 

「自己資本構成比率」 

  総資本に対する自己資本の比率。値が高いほど良いとされている。 

「経常収支比率」 

  収益性を見るための指標の１つ。100％以上は黒字、100％未満は赤字を表している。 

「流動比率」 

流動資産と流動負債の均衡状態を示す指標で、短期の支払い能力を示す。 

通常 200％以上が望ましいとされる。100％を下回ると、不良債務の発生を意味する。 

「企業債残高対事業収益比率」 

料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。 

明確な基準はないため、現状を把握、分析し適切な数値となっているか判断するための指標

である。 

「経費回収率」 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標であり、使用料水

準等を評価することができる。100％以上であることが望ましい。 

「汚水処理原価」 

有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水処理に係るコストを表した指標で

ある。 

明確な基準はないが、現状を把握し、効率的な汚水処理が実施されているか分析し、適切な

数値となっているかの判断に用いられる。 

「有形固定資産減価償却率」 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の

老朽化度合を示している。  

  数値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示しており、将来の施設の更新等の

必要性が推測できる。 

「管渠老朽化率」 

  法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で管渠の老朽化度合を示している。 

数値が高いほど法定耐用年数を経過した管渠を保有しており管渠の更新等の必要性を推測す

ることができる。 

「管渠改善率」 

  当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況を把握できる。 

明確な基準はないが、例えば、数値が２％だと全ての管渠更新に５０年かかる更新ペースで

あることを把握できるため、現状を把握し、適切な数値となっているかの分析をするのに有効

な数値となる。 
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(別表１)

令和５年度 令和４年度

金額(円) 金額(円) 増減額 比率(％)

1 250,156,945 202,892,015 47,264,930 23.30

(1) 132,656,659 131,939,700 716,959 0.54

(2) 117,382,000 70,891,000 46,491,000 65.58

(3) 118,286 61,315 56,971 92.92

2 231,644,300 261,955,696 △ 30,311,396 △ 11.57

(1) 1,482 2,101 △ 619 △ 29.46

(2) 32,361,000 65,109,000 △ 32,748,000 △ 50.30

(3) 5,000,000 2,120,000 2,880,000 135.85

(4) 47,000 45,710 1,290 2.82

(5) 194,234,818 194,678,885 △ 444,067 △ 0.23

3 27,770 0 27,770 皆増

(1) 0 0 0 0.00

(2) 27,770 0 27,770 皆増

(3) 0 0 0 0.00

481,829,015 464,847,711 16,981,304 3.65

1 436,201,491 417,729,655 18,471,836 4.42

(1) 28,398,500 21,905,000 6,493,500 29.64

(2) 4,466,212 4,464,716 1,496 0.03

(3) 44,614,868 45,457,455 △ 842,587 △ 1.85

(4) 30,829,470 21,856,656 8,972,814 41.05

(5) 327,892,441 320,195,062 7,697,379 2.40

(6) 0 3,850,766 △ 3,850,766 △ 100.00

2 32,360,747 32,530,063 △ 169,316 △ 0.52

(1) 31,459,596 31,890,957 △ 431,361 △ 1.35

(2) 901,151 639,106 262,045 41.00

3 802 19,467 △ 18,665 △ 95.88

(1) 0 0 0 0.00

(2) 802 19,467 △ 18,665 △ 95.88

(3) 0 0 0 0.00

468,563,040 450,279,185 18,283,855 4.06

13,265,975 14,568,526 △ 1,302,551 △ 8.94

60,161,330 45,592,804 14,568,526 31.95

73,427,305 60,161,330 13,265,975 22.05

前 年 度 対 比

（税抜額）

区                  分

営 業 収 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
（ △ ： 前 年 度 繰 越 欠 損 金 ）

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
（ △ ： 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 ）

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

管 渠 費 （ 雨 水 ）

流域 下水 道維 持管 理負 担金

国 庫 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

当 年 度 純 利 益
（ △ ： 当 年 度 純 損 失 ）

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

比    較    損    益    計    算    書

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

費 用 合 計

そ の 他 特 別 利 益

収 益 合 計

営 業 費 用

管 渠 費 （ 汚 水 ）
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まとめ 

 

令和５年度の水道事業及び下水道事業の決算状況については、特に問題はないと思

われる。 

水道事業は、人口減少による収益の減少や、事業開始から、長い年月が経過したこ

とにより、今後、施設・設備等の劣化による維持管理費などの増加が見込まれる。ま

た、県水の購入単価の上昇も間近にあるので、令和５年度に改定した「川島町水道事

業経営戦略」に基づき、経営改善のための諸施策を着実に実行するとともに、常に水

需要の動向や人口減少、社会環境の変化など様々な分析を行っていただき、将来に向

けて安定的で信頼され、災害に強いインフラであり続けるよう、今後も研さんを積ん

でいただきたい。 

また、下水道事業は、令和２年度から公営企業会計へ移行し、令和５年度が４年目

の決算となった。下水道事業も、事業開始から年月が経過したことにより、今後、施

設・設備等の劣化による維持管理費などの増加が見込まれる。令和２年度からの下水

道経営分析において、使用料水準の妥当性を示す経費回収率が８０％前後で推移して

いる。令和５年度に改定した「川島町下水道事業経営戦略」に基づき、経営改善のた

めの諸施策を着実に実行し、将来的に一般会計の繰入金に頼らない安定的で信頼され

る事業運営に努めていただきたい。 


